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　科学と非科学の境界設定基準の是非をめぐり，ポパーの反証可能性を吟味した。クーン
のパラダイム転換以降，反証の失敗が叫ばれ，ラカトシュはポパーとクーンの両方を取り
入れた方法論を提案したがうまくゆかなかった。そして，科学哲学の論争の中で，反証の
失敗や，過小決定性と理論負荷性などが，科学哲学の課題として浮かび上がってきた。
　そもそも社会政策は，社会問題を扱う政策であり，当然価値判断を伴うものである。社
会政策の方法論を検討するために価値自由とベイズの定理を吟味してみると，循環的累積
的因果関係論により過小決定性を避けることができるし，価値前提の明示により理論負荷
性を避けることができる。規範的科学である（ネオ）制度派経済学は，これらの科学哲学
の課題を避けることができ，社会政策の方法論として適用することができそうである。

1 ．は じ め に

　ミュルダール（Gunnar Myrdal）の研究をしていると，ふと不思議に思うことがある。ミ

ュルダールは，政治経済学や制度派経済学の方法論を主張しながら社会の問題を分析してい

るものの，ポパー（Karl Raimund Popper） らの科学哲学や，後にはやクーン（Thomas 

Samuel Kuhn）らの科学史による方法論に関する論争に触れた文献が見当たらないことで

ある。しかし，ミュルダールの主著『経済学説と政治的要素』（1930年にスウェーデン語版，

1954年に英語版，1967年に日本語版が出版）の第 1 章において，「論争点は，科学と科学で

ないものとの間に境界を設けるということではなかった」と，ポパーの名は出していないも

のの，ポパーの境界設定を否定しているようである。さらに，科学を，実証的科学と規範的

科学と分け，術とは目的達成のための政策ととらえている。この時から，ミュルダールは，

理論は経済学の時代から政治経済学，（ネオ）制度派経済学の時代へと転向していくきっか

けになっていると考えられる。

　ミルはまた，「科学」は「術」から区別しうるが，それは理解が感情から，直接法が
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命令法から区別されるのとまさに同様である，とはっきり述べている。前者は事実に関

し，後者は勧告に関係する。しかし忘れてはならないことは，当時経済学的思考の基礎

を形成していた功利主義的道徳哲学の精髄は，意思がそれの目指す目的に関して合理的

でありうると同時に合理的であるべきであるという信念であった。

　それゆえ論争点は，科学と科学でないものとの間に境界を設けるということではなか

った。その当時において，またその特定な仲間には，そのような区別に対する前提がま

ったく欠けていた。論点はむしろ二つの異なった型の科学の境界であった1）。

 （Myrdal G., The Political Element in the Development of Economic Theory, p. 8 ）

　ところで，例えばジョン・スチュアート・ミル（John Stuart Mill）とその後継者を中心に，

自然科学の方法論が社会科学の方法論に影響を与えてきたと考える経済学者は少なくない。

特に，ミルトン・フリードマン（Milton Friedman）やケネス・アロー（Kenneth Joseph 

Arrow）らのように，カール・ポパーの科学哲学を援用しながら経済学の方法論や理論を展

開している。もちろん，物理学の方法が経済学に取り入れられてきたことはよく知られてい

ることである。

　このように，自然科学の方法論が発展することによって，社会科学の方法論と共通のもの

になるのではないかと，特にポパーの科学哲学の発展によって大きく期待されたこともあっ

た。そこで，両科学の方法論は同じで社会問題に自然科学の方法論の適用を主張し，両科学

の方法論に影響を与えた科学哲学者ポパーの方法論を吟味する。まず，ポパーがよく引き合

いに出した J. S. ミルと C. メンガー（Carl Menger）の経済学の方法論を概観し，次にポパ

ーの反証可能性を検討してゆく。そして，クーンのパラダイム転換以降，反証の失敗が叫ば

れ，ポパーの弟子のラカトシュ（Imre Lakatos）はポパーとクーンの両方を取り入れた方法

論を提案すると，経済理論の評価に利用されるようになった。このような科学哲学の論争の

中で，反証の失敗や，過小決定性と理論負荷性などが，科学哲学の課題として浮かび上がっ

てきた。

　次に，科学哲学の課題を念頭に置きながら，社会政策の方法論を模索する。そもそも社会

政策は，国民諸階層の労働や生活などの社会問題の実態を科学的に調査研究し，政策課題を

議論する政策科学であるため，科学哲学の視点から社会政策の方法論を議論することは重要

であると考えられる。また，社会政策は，社会問題を扱う政策学であるため，価値判断を伴

う。そのため，社会政策の方法論を検討する場合に，上記の科学哲学の課題に加えてベイズ

の定理もまじえて，社会政策の方法論を検討する。

 1）　Myrdal（1990）p. 8（邦訳，14－15頁）.
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2 ．経済学の方法論の源流

　経済学は，政治学と関連しているが，倫理学系と工学系の大きく異なる 2 つの起源をもち，

互いに重なり合っていると，センは述べている2）。「倫理学系」は価値判断から逃れることが

できないし，「工学系」は価値自由から逃れることができない。方法論からみた両社の代表は，

ミルとメンガーであろう。ところで，完全にどちらかというわけではなく，どちらに重きを

なしているか，であるところに注意していただきたい。

2－1　ミルの方法論：エソロジー，モラル・サイエンスと逆の演繹法

　倫理学系のミルは，もともと自然科学の方法論，特に物理学の方法論を支持していたが，

経済学においては容易に成り立つものではないことを理解していた。そもそも，実証主義者

のミルは，『論理学体系』において，彼の方法論の中心を伝統的な論理学で定式化したのが

因果関係を研究する帰納法と考え，「ミルの帰納法」と呼ばれる 5 つの方法を用いて自然の

法則を明らかにしようとした。しかし，自然の法則が成り立つためには，「自然の斉一性」

を要求ないし仮定しなければならなかった。しかし，経済学は人間を扱うためにそうはいか

なかった。そこで，「人間の受ける印象と人間の起こす行動とは，その現在の周囲の事情の

結果であるばかりではなく，これらの事情と個人の性格との連合の結果」でもあるので自然

科学のような正確さで因果関係を導出できないと認め3），人間本性の科学（心理学）にある

1 つの下位分野として性格形成の科学（エソロジーethology）を設けることで対応しようと

試みた。

　さらに，ミルは『論理学体系』の中で自然科学の方法を社会科学にも適用して，実証主義

的な傾向をもつ道徳科学（モラル・サイエンス）を展開した。社会科学は，各結果が依存す

る因果関係の法則から推論されるが，幾何学的方法におけるような単に一原因の法則から推

論されるのではなく，相連合してその結果に影響を与えるあらゆる原因が考察され，その原

因の法則を相互に合成することによって推論されるという物理学的な方法論によって演繹さ

れる。この方法は具体的な演繹方法と称された4）。

　これらの方法論を基礎とし，ミルは，実証主義的な社会科学方法論の確立をめざし，具体

的な演繹法の論証の前に，帰納法によって発見された経験法則を再度現象の予測に適用して

法則の真理性を確認するという，オーギュスト・コント（Isidore Auguste Marie François 

Xavier Comte）の歴史的方法を基にした仮説を設置する逆の演繹法を確立した。つまり，

 2）　Sen（1987） pp. 2－3（邦訳，18頁）.
 3）　Mill（1974b） p. 847（邦訳，29頁）.
 4）　Mill（1974b） p. 895（邦訳，112－113頁）.
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ミルは，ベンサム主義の用いる「直接的演繹法」だけではなく，具体的な歴史の観察から経

験法則を引き出し，それを人間性の法則に基づく演繹によって検証する「逆の演繹法」とい

う歴史的方法によってのみ，社会の状態の継起の法則を確かめられると主張した5）。具体的

な歴史の観察を強調する理由は，反駁（objection）が実際の根拠をもっていて，演繹法を

行うときに誤謬が侵されていないかどうかを判定するための検証（test）をもっていないなら，

この反駁には全くの抗弁の余地がないからである6）。つまり，帰納によって経験法則を予測し，

人間性の法則に基づく演繹を行い，反駁がないかを検証するということになる。

2－2　オーストリア学派始祖メンガーの方法論

　工学系のメンガーは，『経済学の方法』において，特に国民経済現象の領域での研究を個

別的（歴史的）方針と一般的（理論的）方針の 2 つに区分し，前者を理論研究における「現

実主義的・経験的方針」であるとした7）。したがって，メンガーにとっては，現実主義的・

経験的方針を国民経済現象の領域での理論的研究に適用すると，国民経済現象がその「完全

な経験的現実性」として観察されるだけで，その厳密な（精密的な）理論的認識一般，特に

その厳密な法則（いわゆる「自然法則」）は当然問題とはなりえなかった8）。この「精密的法則」

とは，ただ単に例外のないものとして現れるばかりではなく，認識通路の点から例外のない

ことを保証する，現象継起の中での規則性であり，（自然現象の法則ではない）一般的に「自

然法則」と呼ばれるものであった9）。さらに，精密科学は，現実的現象の継起などの規則性

を研究するのではなく，すべての要素の他の影響がないものと仮定し，現実世界のもっとも

簡単な・部分的にまったく非経験的な要素から，精密的な（観念的な）程度を考慮しながら，

研究するものであり，特別な側面だけを理解させるものであった10）。ただし，このような精

密的方法を「ミルに従えば具体的・演繹的」方法にあたるとメンガーは述べているが11），ミ

ルの具体的方法と同じものなのであろうか。カルパニョーロ氏によると，メンガーは，欺瞞

的な国民ではなく，個々の主体の「暗黙的な」性質を形成するために心理学に関心を抱いて

いたが，「純粋経済学」を展開するという目的のために，心理学的基礎づけを容認すること

ができなかったのであると指摘している12）。したがって，前項のミルの方法論で説明したよ

 5）　Mill（1974b） pp. 915－917（邦訳，147－149頁）.
 6）　Mill（1974a） p. 460（邦訳，312頁）.
 7）　Menger（1883） pp. 32－33（邦訳，42－43頁）.
 8）　Menger（1883） p. 36（邦訳，45頁）.
 9）　Menger（1883） p. 38（邦訳，47頁）.
10）　Menger（1883） pp. 41－42（邦訳，50－51頁）.
11）　Menger（1883） p. 124（邦訳，119頁）.
12）　ジル・カルパニョーロ（2008＝2013）189頁。
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うな心理学や道徳科学についてメンガーは排除しており，ミルの具体的な演繹法の内容と合

致していると考えにくい。

3 ．ポパーの方法論と反証の失敗

3－1　境界設定基準，合理性原則と反証可能性

　ポパーは，科学と形而上学との境界が経験的反証可能性の有無によって決まるという反証

主義を提唱した科学哲学者である13）。検証可能性や合理性の基準の重要性を強調して，自然

科学だけではなく経済学や政治学などの社会科学についても同じ方法を用いることができる

という方法の単一性を主張した。なぜなら，社会事象のすべてではなくても，その大部分は

合理的な要素が存在しているからである14）。それが状況に適合的に行動する原理（合理性原理）

であり，ポパーは，この合理性原理を社会科学に導入し，一種のゼロ原理・ゼロ方法と呼ん

だ。ただし，コントやミルの方法とは異なり，心理学の方法を含まない，方法論的個人主義

の原則と合理性原則を貫いている。

　この「ゼロ方法」というのは，介在する諸個人がすべてまったき合理性をもつという仮定

（そしておそらく，十分な情報をもつという仮定）の上にモデルを構築して，人々の現実の

行動がそのモデルの行動とどれほど偏差するかを，一種のゼロ座標として後者を用いながら

評価する方法のことを意味している。したがって，これは，現実の行動と，経済学の方程式

が叙述する「純粋な選択の論理」に基づいて予測されるモデル行動とを比較することであ

る15）。

　さらに，ポパーは反証主義者であり，理論を得る経緯は重要ではなく反証可能性を重視し

ている。そのため，検証されるべき仮説と，その目的のためには問題的であるとはみなされ

ない他の諸言明―例えば若干の初期条件―とから，なんらかの予測命題を演繹すること

になる。そして，その予測命題は，可能な限り，実験的観察あるいは他の観察の結果と比較

検証される。したがって，この仮説は，その結果と一致していれば仮説が裏付けられたとみ

なされ，明らかに一致していなければ反証されたとみなされるのである16）。ただし，このこ

とは，あくまで反証されただけであり，最終的な証明ではない。このように，ポパーは，社

会科学の分野においても，方法論的個人主義と合理性原則を貫いてゼロの方法を導入し，反

証可能性によって厳しく検証することを主張した。

13）　小河原（2010）63頁。反証可能性という単純な基準だけで区分けされた，小河原氏の環境設定基
準のイメージはわかりやすい。

14）　Popper（1957） p. 140（邦訳，212頁）.
15）　Popper（1957） p. 141（邦訳，212－213頁）.
16）　Popper（1957） pp. 132－133（邦訳，198頁）.
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3－2　反証の失敗

　ポパーの反証可能性は科学の厳密性をもっていたが，非常に厳しいものであった。ただし，

馬渡氏が指摘するように，ポパーは「一方だけを見て他方を見てませんので，……科学と非

科学の間の境界に「灰色」の領域があること，他方には共通の主観的知覚の部分も大いにあ

ることを忘れています」17）。しかし，ポパーの反証主義は改良されてもうまくいかず矛盾が拡

大するばかりで，（厳密な）反証は失敗したととらえられるようになった。この反証の失敗

は非常に重要な問題で，これらの諸問題を回避することが現代の科学哲学の課題であり，社

会科学，特に社会政策の方法論を検討するうえでも重要な課題である。

　ポパーの反証が失敗することについて，レドマン（Dedorah A. Redman）は以下のよう

に 5 つの説得的な理由を述べている18）。⑴ 科学者は多くの前提の中で少なくとも 1 つのもの

が誤りであると結論できるにすぎないので，理論は決定的に反証されることはありえない（デ

ュエム問題：過小決定性）。⑵ ポパーは完全に非帰納的な図式を展開することに失敗してい

るので，帰納の問題が浮上する。⑶ もし反証が実際に従わなければならない方法であった

としたならば，諸々の最良の理論は排除されてしまったであろうと科学史が示している（理

論負荷性に関係）。⑷ ポパーが科学者の客観性を過大評価している。⑸ 観察言明（ポパー

が「基礎言明」と呼ぶもの）が誤りうる。

　また，フィービー（John Pheby）も，ポパーの研究方法に以下のような批判をしてい

る19）。⑴ ポパーの方法論的諸規則のいくつかは，科学的進歩を促進するよりは遅らせている

（理論負荷性に関係）。⑵ 「デュエム－クワイン問題：過小決定性」が解決されていない。

⑶ 帰納法なしで済ませるという試みが成功していない。

　最後に，ハンズ（D. Wade Hands）もまた， 2 つの革新的な困難として理論負荷性と過小

決定性を指摘している20）。したがって，反証主義の主な問題点は，過小決定性と理論負荷性

であり，これらが引き起こす諸問題を回避しようとする試みが20世紀後半の科学哲学の展開

にとって重要であった。

4 ．科学哲学の課題

　以上のように，ポパーの反証にはさまざまな問題があったが，主な問題は過小決定性と理

論負荷性と置くことができる。そして，これらの問題は，ポパーの課題だけではなく，広く

科学哲学の課題をあぶりだした。もちろん，社会科学においても重要な問題で，社会政策の

17）　馬渡（1990） 328頁。
18）　Redman（1993） pp. 32－34（邦訳，57－63頁）.
19）　Pheby（1988） pp. 29－32（邦訳，50－56頁）.
20）　Hands（2001） p. 107（邦訳，105頁）.
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方法論を検討するうえでも重要な課題である。

4－1　過小決定性（または決定不全性）

　デュエム（Pierre Maurice Marie Duhem）は，物理学理論が補助仮説のアド・ホックな

修正で反証されることができないというテーゼを説いた。そして，クワイン（Willard van 

Orman Quine）は，「どんな言明でも，もし体系の中のどこかほかのところで思い切った十

分な調整をするならば，どんなことが起こっても真であるままにしておくことができる」と

信念全体にまで大幅に拡張し21），いわゆるデュエム－クワイン・テーゼを説いた。なぜならば，

知識や理念の総体は，「境界条件，すなわち経験によってほとんど決定されていない

（underdetermined）ので，何かただ 1 つの反対経験に照らしてどのような言明を再評価す

べきかについては，選択の範囲がたいへんひろい」からである22）。つまりこのような過小決

定性により，補助仮説だけでなく公理も再調整することもできるのである。

4－2　理論負荷性

　クーンが『科学革命の構造』（1962年）で科学史の考察によって明らかにしたのは，新た

なパラダイムの転換は科学者たちの支配的な信念の転換であり，実証主義や反証主義の科学

的方法の転換というものでは説明できない変化であった。したがって，「パラダイムの変革は，

科学者らに彼らが研究に従事する世界を違ったものに見させる」のであり23），科学者の見る

方法を決定する信念や概念がパラダイムなのである。そして，このようなクーンが強く示す

観察の「理論負荷性」のため，「 1 つの理論から次の理論へ移行する際に，言葉は，その意

味や適応可能性の条件を微妙に変えてしまうので……（中略）……相次ぐ諸理論は共約不可能」 

につながる24）。

　さらに，理論負荷性が一般的に成り立つと実証主義が成立せず，反証主義なども成り立た

ない。したがって，境界設定規準は存在せず，ファイヤアーベント（Paul K. Feyerabend）

の「なんでもいい」ということになる。このことを，馬渡氏は『経済学のメソドロジー』の

中で，以下のように説明している。

　主観主義的な「事実の理論負荷性」が一般的に成り立つのであれば，個々の観察言明

21）　Quine（1980） p. 43（邦訳，60頁）.
22）　Quine（1980） pp. 42－43（邦訳，60頁）.
23）　Kuhn（2012） p. 111（邦訳，125頁）.
24）　クーン－ファイヤアーベントの共約不可能性問題とも言われる。Kuhn（1970） pp. 266－267（邦訳，

372頁）.

科学哲学と社会政策の方法論 （渡邊）2020 89



の客観性に依存する実証主義はまったく成り立たないことになります。検証主義，確証

主義，反証主義はいずれも成り立たないことになります。共通の表象や意味を伝える言

語もあり得ないことになります。そうなると，「科学」というものは，単なる慣習的な

もので，非科学との間の境界 demarcation はないことになります。知識は，主観的なも

の，相対的なものになります。こういう主観主義や相対主義から本当のことは知ること

ができないという不可知論になり，さらには知的アナキズムになります。ですから，フ

ァイヤアーベントの有名な標語のように「なんでもいい」Anything goes ということに

なり，科学者は，理論的な多元主義に立ち，理論の拡散（ないし繁殖）proliferation を

歓迎しなければならないということになります25）。

　……実際の研究プログラムをもった経済学の学派であっても，同時に，この主観主義

や相対主義ないしアナキズムを主張することは，自分たちの経済学が科学でないことを

宣言することです26）。 （馬渡尚憲『経済学のメソドロジー』，328－329頁）

5 ．ラカトシュの方法論：科学的研究プログラムの方法論（MSRP）

　ラカトシュは，過小決定性と理論負荷性に応じて MSRP を提示した。ラカトシュの科学

的研究プログラムの方法論を「科学は競合的諸見解の批判的討議によって進歩するというポ

パーの発見」と「クーンによる固執の機能27）の発見」を統合したものであると，ファイヤア

ーベントによってその位置づけが説明されている28）。すべての科学的研究プログラムは，「堅

い核 hard core」によって特徴づけられ，加えてこの核の周囲をめぐる防御帯「protective 

belt」から成っている。この「堅い核」に対して否定的推論をたてることはできなく「反駁

不能」となっているので，「防御帯」を形成している「補助仮説」，「観察上の」仮説，およ

び初期条件はテストの矢面に立たねばならず，さらにこのように堅固にされている核を保護

するために，修正を受けそして修正を施され，まったく他のものと置き換えられてしまうこ

とさえある29）。

　つまり，否定的発見法がプログラムの反駁不能な「堅い核」を特定し，肯定的発見法は研

究プログラムの「反駁可能な変項」を変えて発展させ「反駁可能な」防御帯を部分修正して

25）　馬渡（1990） 328頁。
26）　馬渡（1990） 329頁。
27）　固執の原理は，多くの理論の中から最も実り豊かな成果をもたらす見込みのある理論を 1 つ選び，

たとえその理論がかなりの実際的困難にぶつかっても，この 1 つの理論に縋り付け，という勧告で
ある。Feyerabend（1970） p. 203（邦訳，287－288頁）.

28）　Feyerabend （1970） p. 211（邦訳，297頁）.
29）　Lakatos （1978） p. 48（邦訳，71－72頁）.
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精巧なものに仕立て上げてゆく30）。そして，肯定的発見法は，一般的には否定的発見法より

も柔軟性に富んでいるが31），「反駁」をほとんど無視して研究を推し進めてゆくので，実在と

の接点を与えるのは，反駁ではなく「検証」であるかのようにみえることがあるのであ

る32）。そして，ラカトシュは進歩的と後退的という評価基準をもっているが，以下のように

進歩には肯定的発見法の重要性を説いている。

　科学的研究プログラムの方法論は，理論科学のもつ相対的自律性を，つまり初期の反

証主義者が説明することのできなかった歴史的事実を説明している。強力な研究プログ

ラムに属して研究している科学者が合理的に選択した場合どの問題を選ぶかは，心理的

には厄介な（または技術的には差し迫った）変則事例によって決まるのではなく，むし

ろ，そのプログラムの肯定的発見法によって決定されるのである33）。

（Lakatos, “Falsification and the Methodology of Scientific Research Programmes”, p. 

52（邦訳，78－79ページ））

6 ．社会政策への科学哲学の適用の課題

　ミル，メンガー，ポパーおよびラカトシュは，物理学的方法論をもとに方法論を展開して

おり，（社会科学については）演繹的方法を基礎として予測，検証（反駁）を行っている。

ところで，ポパーは反証可能性を重視しているが，ミルはより厳格で，仮説にも検証にも実

証を必要とし，ラカトシュの科学的研究プログラムはミルの逆の演繹法に近いようにみえる。

そして，ミルのみが心理学を用いて道徳科学を展開したが，メンガー，ポパーやラカトシュ

は心理学を含まない方法論的個人主義を貫いた。

　以上のような科学哲学の発展に伴って，経済学にも多くの適用がなされるようになった。

例えばブラウグ（Mark Blaug）は，消費行動，企業の理論，一般均衡理論，限界生産性理

論などについて反証を試み，シャックル（George Lennox Sharman Shackle）や現代オー

ストリア学派だけ好意的な評価をしている（通称ブラウグのギロチンと呼ばれている）。現

代経済学者が説いているものを実践していないので，「現代経済学の基礎となっている科学

哲学は『無害な反証主義』として実際には特徴づけられるかもしれない」と述べ，「問題は今，

経済学者に反証主義をまじめにとるよう説くことである」と主張している34）。

30）　Lakatos （1978） p. 50（邦訳，75頁）.
31）　Lakatos （1978） p. 51（邦訳，77頁）. 
32）　Lakatos （1978） pp. 51－52（邦訳，78頁）.
33）　Lakatos （1978） p. 52（邦訳，78－79頁）.
34）　Blaug（1992）p. 244.
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　ただし，反証は失敗していると考えられており，科学哲学の主要な課題である過小決定性

と理論負荷重性が引き起こす諸問題を回避しようとする試みがなされているものの，成功し

ているわけではない。また，ブラウグのギロチンからもわかるように，科学哲学を経済学に

適用してもほとんど当てはまらない。では，どうすればよいのか。方法論の多元性を認めて

ゆくべきであろうか。それでは科学と非科学との境界設定基準は意味をなさなくなる。した

がって，知的アナキズムとなり，科学ではなくなるのであろうか。

　ここで再び考えなければならないのは，本稿冒頭のミュルダールの引用である。科学と非

科学の境界設定基準に，少なくとも経済学においては意味がないことを，ミュルダールが理

解していたのであろうか。これを証明する資料は見当たらないが，科学と非科学の境界設定

基準に意味がないとすれば，経済学においては，科学（science）と術（art）に分けて考え，

「二つの異なった型の科学」，つまり実証科学と規範科学の境界を重視すべきなのであろうか。

ところで，ミュルダールは経済学と表現しているものの，彼の研究は社会問題を対象とした

広範な分野にわたるものであり，当然社会政策も含まれていた。そして，ミュルダールの研

究スタイルは，効用理論や一般均衡理論などの主流派を批判するもので，たえず方法論を論

じながら議論を展開する，政治経済学者，後には制度派経済学者であった35）。

　したがって，境界設定基準から浮かび上がった，⑴ 科学哲学の主要な課題である過小決

定性と理論負荷性から出てくる諸問題をどのように回避するか，⑵ 経済学を科学と術に分け，

実証科学と規範科学に分けて議論するか，の 2 つの基準を念頭に置きながら，社会政策の方

法論を検討する必要があろう。

7 ．社会政策の方法論の検討

　科学哲学の課題である過小決定性や理論負荷性，ミュルダールの実証科学と規範科学を念

頭に置いて社会政策の方法論を進めることにする。ただし，社会政策の対象はやはり日本で

あり，日本の社会政策を科学として高めたとされる大河内一男氏の社会政策の方法論を批判

することからはじめる。

7－1　大河内理論の「似非没価値性」

　大河内氏はドイツ社会政策の実態やマックス・ヴェーバー（Max Weber）の理論を日本

で広めた第一人者であった。彼の『独逸社会政策思想史』は，ドイツの社会政策やヴェーバ

ーの理論を，戦前から戦後にかけて日本で広めた権威ある著書であった。日本の社会政策学

35）　ミュルダールの研究の概要については渡邊（2014），予防的社会政策については渡邊（2015），主
流派の非難については渡邊（2017a），政治経済学については渡邊（2017b），（ネオ）制度派経済学
については渡邊（2019a）を参照。
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者の多くは，ドイツの社会政策思想史についてあまり注目してこなかったのかもしれないし，

関心があってもドイツ社会政策史を再検討することなく大河内氏のこの著書を追認してきた

だけであったためかもしれない。そのためか，彼の著作にかわる研究が日本ではされてこな

かったようで，現在まで不動の地位を占めていると言えるかもしれない。

　大河内氏は，現在，価値自由と訳されることが多くなったWerfreiheitをその著書の中で「没

価値」と訳しているが，価値自由の 2 つの側面を理解しているし，その正当性がドイツ社会

政策学会でも広く認められたことを熟知していた。ところが，大河内氏は，その著作の中で，

急に「価値への自由」を否定していったのであった。価値判断をしてきた「倫理的」な歴史

学派のシュモラーらはやみくもに「価値への自由」（価値判断）を行ってきたことは非難さ

れるべきであろうが，それゆえに「価値への自由」そのものを否定することが政策のための

道具になると考えている。

　社会政策現象の「没価値」的取扱いの主張は，理論的には「倫理的」経済学への，そ

の科学的評価への批判として成立したが，政治的には，社会改良への反対を意味してい

た。……此処にこの「没価値」的「経験科学」は右の政策の為のこよなき用具となった。

斯の様にして価値判断からの解放は，政治的には，社会政策からの解放を意味したので

ある。 （大河内一男『独逸社会政策史』583頁）

　ヴェーバーは，「価値からの自由」（価値判断からの解放）を前提にしなければならないこ

とも主張したのであるが，「価値への自由」つまり価値判断を社会政策から排除したわけで

はない。むしろ，研究者にとって「「理念」を開示し，論理的な連関にたどって展開」する

ことによって，目的や意義などの価値関係を自覚することができるようになり，相対する評

価の立場の研究者と価値評価の議論ができるようになるのである36）。

　さらに『独逸社会政策思想史』の中の展開は，ヴェーバーは「没価値」的「経験科学」つ

まり「自然科学」のような方法論を政策に利用すれば，政治的な意味合いがなくなり社会改

良という政策目標が問われなくなる，と大河内氏は価値判断を入れ込んだ展開を行った。そ

して大河内氏は，「価値からの自由」だけを取り上げることによって，結果的には，自然科

学的方法論によって政治的目的をもった社会政策を排除することができる，と考えることに

なったのであろう。

　このような大河内氏の「没価値性」の取り扱いに対して，三笘利幸氏は，痛烈な批判を述

べている。要約すると，大河内氏は，価値自由を没価値とすることで，価値判断を伴う論敵

36）　渡邊（2017a）20頁。
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を社会政策から排除し，「没価値性」とすることで「価値への自由」つまり価値判断を吟味

しないで大河内理論を「科学としての社会政策」と主張することができたのである37）。

　大河内氏の『独逸社会政策思想史』を読む限り「価値への自由」のない「価値からの自由」

だけであり，三笘氏の批判は的をついている。逆に大河内理論を批判した隅谷三喜男氏らの

実態調査研究は，現象を説明するか理論で現象を説明するに留まってしまった。したがって，

日本では，ヴェーバーの価値自由による社会政策研究が滞り，社会政策の方法論にとって悲

しい出来事であった。

7－2　過小決定性と社会政策

　デュエムとクワインによって導き出された過小決定性は，決定不全性とも呼ばれるが，観

察やデータによって対立する理論の中から 1 つの理論を選び出すことができない，つまり理

論を決定することができないことである。なぜならば，知識や理念の総体は，「境界条件，

すなわち経験によってほとんど決定されていない（underdetermined）ので，何かただ 1 つ

の反対経験に照らしてどのような言明を再評価すべきかについては，選択の範囲がたいへん

ひろい」からである38）。それでは，社会科学の中で過小決定性をどのように避けることがで

きるのであろうか。

　アメリカの社会科学研究で広く用いられている『社会科学のリサーチデザイン』は，ポパ

ー主義的観点から著されたものであるが，著者たちは定量的研究の分析道具，つまり定量的

研究の方法論を定性的研究者に提供するものである39）。つまり，ポパーのように社会科学に

ついて方法の単一性を主張し，定性的研究でも定量的な研究の方法論を使用すべきだとして

いる。ポパー主義観点から定量的研究の方法論を提示すれば，多数のデータと統計的手法を

使用するので，過小決定性を避けることは困難である。

　この定量的研究至上主義に対して，定性的研究独自の論理と定性的方法の統計学的根拠を

主張する『社会科学の方法論争』では，事例研究を中心に議論している。その中でもマキュ

ーン（Timothy J. McKeown）は，ベイズの定理を活用しながら，従来の定量的研究方法が

事例研究や定性的な研究にとって好ましくないと述べている。

　さらにマキューンは，「観察の信憑性は，それが高いことが分かっている場合には重要な

問題にはならない」し，定量的研究の方法がベイズ理論の観点を見過ごしていると指摘して

いる40）。さらに，「単一事例が影響力をもつ最も重要な理由は，それまでに用いられていたの

37）　三笘（2016）259頁。
38）　Quine（1980） pp. 42－43（邦訳，60頁）.
39）　King, Keohane and Verba（1994）.
40）　McKeown（2004） pp. 145－146（邦訳，164頁）.
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とは異なる概念を利用するなどして，因果関係に関する異なる説明をすることにある」と述

べ41），事例研究の有用性と，定量的研究の方法論が事例研究に合わないことを主張している。

　事例研究が重要であるのは，観察を追加して標本を増やすからではなく，それまで曖

昧であった理論的関係を明確化するうえで価値があるためであることがしばしばある。

……よい事例とは必ずしも「典型的な」事例ではなく，むしろ「事例を取り巻く特殊な

環境が，それまで不明瞭であった理論的関係を十分に明らかにするのに役立つ」ような

「多くを語る」事例である42）。

（McKeown, “Case Studies and the Limits of the Quantitative Worldview”, p. 153（邦訳，

173頁）） 

　さらに，マキューンは，価値自由において析出された理念型について，「すべての状況を

適切に反映するかどうかにかかわらず，特定の状況における因果関係の意味の本質的要素を

捉えるように意図的に「一面的に」構成されたもの」とヴェーバーも認識していたと，他の

研究者の引用を付け加えている43）。

　したがって，過小決定性を避ける研究方法は，大量のデータと統計的手法を利用すること

を重視するのではなく，むしろ典型的ではない事例から特定の状況における因果関係の本質

をとらえることであろう。また，これは，ヴェーバーの価値自由から析出された理念型なの

で，方法論的にも問題はないであろう。

　ところで，ベイズの定理とは，条件付き確率に関して成り立つ理論で，事象が起きる前の

事前確率と事象が起きた後の事後確率（条件付き確率）の間に差異が生じるというものであ

り，定量的研究の方法論とは異なる。例えば，ひとたび社会問題が発生すれば，発生する前

とは，事象内容の理解に応じて条件付き確率である事後確率が異なるのである。そこで，「推

論を立てて検証するという主張は，標準的な定量的手法をまねたプロセスや，有意性検定の

みに基づくプロセスを用いて検証するという主張とは異なる」のである44）。

　このような，事前と事後の差異の発生を理解しながら，定量的研究のような量的なデータ

分析ではなく（特に典型ではない）因果関係を説明することは，まさにミュルダールの循環

的累積的因果関係論である。事前・事後という社会体系の動態は，社会体系の 1 つの条件に

変化が起こるならば，他の諸条件もそれに反応して変化するという循環的因果関係をとる。

41）　McKeown（2004） p. 153（邦訳，173頁）.
42）　McKeown（2004） p. 153（邦訳，173頁）.
43）　McKeown（2004） p. 153（邦訳，173頁）.
44）　McKeown（2004） p. 146（邦訳，165頁）.
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ただし，循環的因果関係は，通常，累積的効果を伴うので，循環的累積的因果関係論として

理解するのがよい45）。

7－3　理論負荷性と社会政策

　観察者の見方は，観察者の理論や信念などを仮説とするために，その影響を免れることは

できない。そこで，理論負荷性が一般的に成り立つと，理論の検証や反証の基盤となる純粋

無垢の観察事実は存在しないことになり，実証主義や反証主義が成り立たない。したがって，

境界設定基準は存在せず，方法論の多元化が起こる。それでは，社会科学の中で理論負荷性

をどのように避けることができるのであろうか。

　反証可能性を提唱したポパーは，「客観性とは価値自由を意味するが，社会科学者は価値

自由と客観性とにわずかなりとも近づこうとしても，彼自身が属する社会層が課してくる価

値判断から逃れることはほとんどできないからである」46）と述べている。大量なデータを統

計分析するといった定量的研究方法によって調査研究をはじめ，一般化と理論化を進めて科

学的客観性という理念型に近づこうとすることもできるが，そもそも社会科学は社会や人々

の価値判断から逃れることができないのである。

　ところで，マキューンによると，ベイズ論の見解は「研究者の先入観についても定量的研

究とは異なる規範的判断」を示すことになるので，観察の仮説を立てる研究者の理論や信念

などの価値判断によって観察の「認識がバイアスを受ける危険は常にあるので，それに注意

を促すのは望ましい」47）。したがって，ここで取り扱う科学は実証的科学ではなく規範的科学

であり，研究者の先入観や価値判断は観察認識にバイアス（偏向）を与える可能性があるの

で注意を促す必要がある。

　これらのポパーやマキューンの議論は，ヴェーバーの価値への自由や，ミュルダールの価

値判断の明示にあたるものである。ただし，価値への自由は，理念型ができた場合には価値

からの自由が可能であるが，社会問題のようにたえず起こる偏向（バイアス）や価値判断を

避けることはなかなか難しい。研究者自身を自由にするためには，いかにして客観性を得る

ことができるのか，いかにして偏向（バイアス）を排除できるかであり，ミュルダールの方

法論上の問題意識であった。また，ミュルダールが指摘するように，社会科学者は価値評価

や価値評価間の矛盾を隠そうとしがちであり，現実が歪曲されたもの，すなわち偏向（バイ

アス）されたものとなる。そこで，ミュルダールが『アメリカのジレンマ』を経て採用した

のは，価値前提（論理的前提としての価値判断）をできる限り明示するという方法論であった。

45）　渡邊（2019b） 16－17頁。
46）　Popper（1994） p. 68（邦訳，119頁）.
47）　McKeown（2004） p. 160（邦訳，182頁）.
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　われわれが初めから終りまでつねに明確な価値前提をもって作業しなければならない

という信念に到達した。価値評価に立ち向かい，それらを明白に述べられた，特定の，

そして十分に具体化された価値前提として導入するよりほか，社会科学における偏向を

取り除くための装置はない48）。 （Myrdal G., An American Dilemma, p. 1043）

　確かにヴェーバーの価値自由が理想であるかもしれないが，たえず価値前提の明示をする

ことが，より研究者の偏向（バイアス）を避ける実用的な対応となろう。したがって，ヴェ

ーバーの価値自由でもよいのであるが，ミュルダールの主張した価値前提の明示によって，

より実用的に理論負荷性を避けることができると考えられる。

　ところで，ミュルダールの価値前提明示の目的は，① 合理的に，問題，アプローチ，研

究で用いられる諸概念の定義づけを決定すること，② 政策的結論を合理的に根拠づけるこ

とによって，そこに到達するための持続可能な論理的基礎を与えること，③ ゆがんだ偏向

をもつ科学的探究を追放するのに最大限役立つこと，である49）。そして，価値前提選択の原

則は，① 関連性（または適切性）（relevance），② 重要性（または有意性）（significance），

③ 実現可能性（feasibility），④ 論理的整合性（logically consistency），の 4 つである50）。

8 ．お わ り に

　自然科学の方法論も社会科学の方法論も単一であるかもしれない。もしかすると，社会問

題を自然科学の方法論で解決できるかもしれない。科学と非科学の境界設定規準を主張した

ポパー以降，フリードマンやアローらはこのような考えをもっていたし，経済学者の多くも

このような考えをもったであろう。しかし，ポパーの反証主義は失敗に終わり，境界設定規

準は意味をなさず方法論の多元主義が叫ばれ，科学哲学に過小決定性の問題が提示された。

また，一世を風靡したクーンのパラダイム転換によって科学社会学の必要性が問われたが，

理論負荷性によって「なんでもいい」という科学のアナキズムに陥ってしまった。そこで，

現代の科学哲学の課題は，過小決定性と理論負荷性をどのように避けることができるか，と

いうことである。

　ところで，ミュルダールは，当初から，科学と非科学の境界設定規準を議論するのではな

く，実証的科学と規範的科学の議論を展開し，彼は社会問題を対象とするためには，術＝政

策を掲げる必要があり，政治経済学，後には制度派経済学の方法論によって解決していかな

48）　Myrdal（1996） p. 1043.
49）　Myrdal（1987） p. 277（邦訳，298－299頁）.
50）　Myrdal（1969） ch. 14（邦訳，14章），Myrdal（1971） ch. 3（邦訳， 3 章）および Myrdal（1987） 

p. 277（邦訳，299頁）.
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ければならないと主張した。また，ハンズも，『ルールなき省察―経済学方法論と現代科学

論―』の「日本語版序文」で，近年の科学哲学と経済学の展開について，「科学哲学が科学・

非科学の境界設定に関する壮大な議論を放棄し，特定の科学的事業に関する局所的・自然主

義的な研究に従事するようになった」と述べ51），経済学の方法論が経験的方向に変化してい

るとしている。

　そもそも社会政策は，社会問題を扱う政策であり，当然価値判断を伴うものである。社会

政策の方法論を検討するために価値自由とベイズの定理を吟味してみると，ミュルダールの

（ネオ）制度派経済学が社会政策の方法論に適応しているようである。（ネオ）制度派経済学

は規範的であり，定量的研究とは異なり，循環的累積的因果関係論により過小決定性を避け

ることができるし，価値前提の明示により理論負荷性を避けることができる。マキューンが

指摘するように，「純粋に統計的・定量的見地から，研究者が行い考えることをすべて解釈

しようとすることによって得られるものは少なく，失うものは大きい」52）かもしれない。規

範的科学である（ネオ）制度派経済学は，これらの科学哲学の課題を避けることができ，社

会政策の方法論として適用することができそうである。
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